


事務事業の概要・ 計画（ PLAN）

2 款 3 項 1 目

■ 評価対象事業 □ 評価対象外事業（ 事業の概要・ 結果のみ）

27

■

事業活動の内容・ 成果（ DO）

前 4 4

毎

主な実施主体 直営直接実施

3. 00 3. 00

7, 841 7, 794 7, 794

41, 932 32, 632 34, 356※　 直接事業費＋人件費

実施形態（ 補助金・ 指定管
理料・ 委託料等の記載欄）

マイ ナンバーカ ード 交付率

単位

％
65. 1 75

指標で表せない
効果

勤務先、 金融機関、 年金等の手続でマイ ンバーを提供する機会が増えており 、 マイ ナンバーに対する認知度は年々たかまっ てきている。 ただし 、 マイ ナンバーカ ード を保有し なく
ても 通知カ ード でマイ ナンバーを提供するこ と により 行政手続が完了するため、 交付率を上げるには、 任意申請のままでは難し く 、 国の施策が必要である。

8, 000 36, 000

成
果
指
標

指　 標

区分年度 前 年度 4

75

指標設定の考え方
マイ ナンバーカ ード 交付率｛ マイ ナンバーカ ード 交付件数（ Ｊ －Ｌ Ｉ
Ｓ 集計値） ／人口（ 当該年1月1日） ｝ 実　 績 38. 3 71

年度 5 年度 目標 年度

⇒
目　 標 42. 5

71交付率 ％ 38. 3 65. 1 44. 7

年度 8 年度 9 年度 5年間の合計
向こ う ５ 年間の直接事業費の推移

（ 千円）

5 年度 6 年度 7

9, 000 7, 000 6, 000 6, 000

財
源
内
訳

前年度決算項           目

直   接   事   業   費

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

9, 250 2, 082 0 0 10, 974

当初予算額 補正予算額 継続費その他 翌年度繰越 決算額

職員の人工（ にんく ） 数 3. 00

1人工当たり の人件費単価

一 般 財 源

59. 50 0

315 362 0 0 0

0 0 0 0 0 0

4 48 0 0

341

9月末の実績 年度実績

マイ ナンバーカ ード 申請件
数（ 累計）

項       目 単位 年度実績 年度予定

件 16294 30000 21499 30955

件 13956 23500 16122 24659
マイ ナンバーカ ード 交付件
数（ 累計）

85. 7申請率 ％ 35. 3 83. 1

事業の目的

マイ ナンバー制度は、 行政の効率化、 国民の利便性の向上、 公平・ 公正な社会を実
現するための社会基盤であり 、 マイ ナンバーは各種行政手続きに使用さ れる番号で
ある。 マイ ナンバーカ ード は、 本人確認と マイ ナンバー確認が併せてできる唯一の
公的書類であるこ と から 、 マイ ナンバー制度の成否を示す指標と し て、 マイ ナン
バーカ ード の普及率の向上と 併せて、 適切なカ ード の交付管理を目的と する。

年度

総合計画における
本事業の役割

昨年度の課題に
対する具体的な

改善策

国・ 県の取得施策であるマイ ナポイ ント 、 マイ ナンバーカ ード の保険証利用等、 ワ
ク チン接種会場での申請サポート 、 延長・ 休日窓口の増設により 、 申請率・ 交付率
の向上に努めれた。

事 業 活 動 の 実 績 （ 活 動 指 標 ）

年度( 予定)

昨年度の課題
普及率の拡大に資するカ ード の利便性や保有メ リ ッ ト の向上、 利活用シーンの拡大
等、 国等の更なる取得促進策の展開による住民の必要性への認識向上が重要であ
り 、 引き続き動向を注視し 、 施策の推進に努めるこ と 。

事業の内容
（ 整備内容）

平成27年10月から 12桁の番号が割り 当てら れた通知カ ード を 市民に送付する。 平成
28年1月から マイ ナンバーカ ード の申請・ 取得が開始さ れ、 電子証明を用いる電子申
請が利用可能と なる。 平成29年2月から コ ンビニで住民票などの証明書の取得を開始
し 、 平成29年7月から マイ ナポータ ルの利用申請等の開始と なっ た。

事 業 費 及 び 財 源 内 訳 （ 千 円 ）

「 行政手続き における特定の個人を 識別する ための番号の利用等に関する法律」 等に基づき 、 マイ ナンバーを
使っ た情報連携により 行政手続き の簡素化など行政サービ スの利便性を 図る。 また、 本人申請により 交付さ れ
たマイ ナンバーカ ード （ I Cカ ード ） を 活用し たサービスが民間企業の参入を 可能と し 、 オンラ イ ン取引やポイ
ント などの付加サービスを 搭載し た多目的カ ード と し て、 情報化社会に対応し た利用が期待さ れる。

事業の対象 全ての日本国民と 日本に住民登録する外国人住民

担当責任者名 岡本千明

情報化社会に対応し た基盤づく り
総合計画での

位置付け

事業評価の有無

【 開始】 令和/平成

令和快適空間都市の創造

住民基本台帳法・ 行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（ マイ ナンバー法）

設定なし

実 施 期 間
【 終了】

法令根拠等

事務事業名 マイ ナンバー事務
会計名称 担当課 市民課

予算科目 事業番号

令和 4 年度　 事務事業評価シート

一般会計

651 所属長名 高橋洋司

18, 409

18, 090 8, 840 2, 082 0 0 10, 633

0 0 0 0 0 0
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事務事業評価（ CHECK)

5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。
5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

成果向上の可能性 4

施策への貢献度

住民サービスの簡素化や行政手続きのオンラ イ ン化を実 
現するための基盤と し て必要な事業である。

4

4

効率性

手段の最適性 4

一
 
次
 
判
 
定
 
（

 
所
 
属
 
長
 
）

妥当性

有効性
国や県の各種施策により 、 マイ ナンバーカ ード の申請・
交付・ 更新など、 令和3年度から 引き続いて事務量が増
加し ている。 令和５ 年6月末の取得促進施策の期限に向
けて、 マイ ナンバーカ ード の円滑な申請・ 交付に向けた
体制の確保に努める必要がある。 また、 マイ ナンバー
カ ード の保険証利用等を円滑に進めるためにも 、 未取得
者（ 取得困難者を含む） に対する対応を国の方針を踏ま
えて具体化する必要がある。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率 3

市民（ 受益者） 負担
の適正

社会情勢等への対応 4

市の関与の妥当性 4

事業の効果 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

事業廃止と 判断する

施策への貢献度 4

効率性

手段の最適性 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率

有効性

事業の効果 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A成果向上の可能性 4

A社会情勢等への対応 4

市の関与の妥当性 4

3

市民（ 受益者） 負担
の適正 4

目的の妥当性 4

新たな課題や当初の
改善策に対する対応状況
（ 今年度の途中経過）

ワク チン接種会場での申請サポート 、 延長・ 休日窓口の増設を実施し 、 申請率及び交付率の向上に努めた。

事
 
 
 
 
 
 
務
 
 
 
 
 
 
事
 
 
 
 
 
 
業
 
 
 
 
 
 
の
 
 
 
 
 
 
評
 
 
 
 
 
 
価

自
 
己
 
判
 
定
 
（

 
担
 
当
 
責
 
任
 
者
 
）

妥当性

目的の妥当性 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

事

業

成

果

・

工

夫

し

た

点

事
業
の
苦
労
し
た
点
・
課
題

国の取得促進施策であるマイ ナポイ ント 実施の担当関係
者と 連携し て延長・ 休日窓口を実施し 、 交付率の向上に
努めれた。

申請者・ 交付者の大幅な増加に対応する職員の絶対数の
不足のため、 他の業務に支障をきたし たのみなら ず、 体
調管理にも 支障を及ぼす状態が続いた。 職員の体制の再
構築は年度途中では困難であっ た。

事

業

の

方

向

性

所

属

長

の

課

題

認

識

■ 事業継続と 判断する。

□ 事業縮小と 判断する

□

（ 判断の理由）
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今後の方向性（ ACTI ON）

□ 事業の縮小を 行う 。

□ 事業の休止、 廃止を 行う 。

経
営
者
会
議

の
最
終
判
断

事業の方向性

■

一次判定は以下の点について外部評価が必要と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

【 行政評価委員会委員選定事業】
国の認証基盤・ デジタ ル社会のパスポート など話題の多い本事業は、 健康保険証廃止をはじ め、 普及率拡大
に資するカ ード の利便性や保有メ リ ッ ト の向上、 利活用シーンの拡大等、 国等の更なる取得促進に向けた、
政府の取り 組みが重要であり 、 引き 続き動向を注視し 、 踏まえた施策の推進に取り 組む。

施
 
策
 
を
 
踏
 
ま
 
え
 
た
 
判
 
断

二
　
　
　
次
　
　
　
判
　
　
　
定

□

一次判定結果は以下の点について良好と 評価し 、 更なる事業推進を 求める。

コ メ ント 欄

□ さ ら に重点化する。

□ 現状のまま継続する。

□ 右記の点を見直し の上、 継続する 。

行
政
評
価
委
員
会
の
答
申

外
 
 
部
 
 
評
 
 
価

答申の内容

⇒

□ 既に事業廃止が決定し ている こ と から 、 廃止に向けた手続を 行う 。

指摘事項を踏まえ、 事務改善、 事業推進
に努め、 今年度の事務事業評価シート に
反映さ せるこ と 。

□ 一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する 。

□

一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する が、 以下の課題を 新たに追加する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業縮小と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業廃止と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。
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事務事業の概要・計画（PLAN）の補足

事業活動の内容・成果（DO)の補足 その他の補足

（決算額の数値を記入） 別添添付資料

参考データ

（検索ワード）

（検索ワード）

事業コード

252 担当：企画政策課

事業コード

650

摘　　要

19節負担金：コンビニ交付運営負担金

個人番号カード利用環境整備

直接事業費 10,974

節

報酬

1,947

事業費

5,541

備品購入費

旅費

需用費

需用費

役務費

細節
会計年度任用職員報酬

費用弁償

消耗品費

43

135

負担金・補助及び交付金 交付金 2,082

通信運搬費

庁用器具費

印刷製本費

137

上記以外の事業費合計

摘　要

1,089

令和４年度事務事業補助シート 事務事業名 マイナンバー事務

0 一般事務費、上記で書き表せないもの

マイナンバーカード

マイナンバーカード

事務事業名 事務事業の概要

事務事業名

戸籍住民基本台帳一般事務

独立した事業であり、このシートだけで十分事業の説明が可能である。

事業の性格

下記に掲げる事業と密接な関係があり、これらのシートと合わせてこの事業の説明が可能である。

事業の類似性
独自性が強く、類似する事業は思い浮かばない。

下記に掲げる事業において、摘要に掲げる項目に関し類似性が認められる。

直接事業費（単位：千円）の内訳（説明に必要と思われる項目を列記すること） 添付資料は用意すること

位置図（施設の場所、作業場所など）

パンフレット

その他（独自に作成した概要、説明資料）

伊予市ホームページ

その他参考となるホームページ

その他国や県が出している参考資料

特になし
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事務事業の概要・ 計画（ PLAN）

4 款 1 項 3 目

■ 評価対象事業 □ 評価対象外事業（ 事業の概要・ 結果のみ）

2

■

事業活動の内容・ 成果（ DO）

前 4 4

毎

主な実施主体
医療機関等への委託 
( 接種料68, 366千円）

一部委託

1. 70 1. 70

7, 841 7, 794 7, 794

266, 252 238, 835 257, 230※　 直接事業費＋人件費

実施形態（ 補助金・ 指定管
理料・ 委託料等の記載欄）

オミ ク ロン株対ワク チン接種率（ 12歳以上）

単位

％
60

指標で表せない
効果

200, 000 1, 070, 000

成
果
指
標

指　 標

区分年度 前 年度 4

指標設定の考え方

令和4年10月8日以降、 本市においても オミ ク ロン株対応ワク チンの接
種が開始さ れた。 県のワク チン接種の進捗状況報告において、 2回目接
種を完了し た12歳以上の者を対象と し たオミ ク ロン株対応ワク チンの
接種率を公表し ており 比較可能なため指標と し た。

実　 績 60. 5

年度 5 年度 目標 年度

⇒
目　 標

年度 8 年度 9 年度 5年間の合計
向こ う ５ 年間の直接事業費の推移

（ 千円）

5 年度 6 年度 7

250, 000 220, 000 200, 000 200, 000

財
源
内
訳

前年度決算項           目

直   接   事   業   費

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

225, 585 56, 494 0 0 243, 980

当初予算額 補正予算額 継続費その他 翌年度繰越 決算額

職員の人工（ にんく ） 数 1. 70

1人工当たり の人件費単価

一 般 財 源

0 611

0 0 56, 494 0 0

0 0 0 0 0 0

899 600 0 0

41, 913

9月末の実績 年度実績

追加接種率（ 3回目）

項       目 単位 年度実績 年度予定

％ 80 71 71. 1

％ 60 60. 5
オミ ク ロン株接種率( 12歳
以上）

83. 7オミ ク ロン株接種率( 65歳
以上）

％ 80

事業の目的
新型コ ロナウイ ルス感染症の発症を 予防し 、 死亡者や重症者の発生をできる限り 減
ら し 、 結果と し て新型コ ロナウイ ルス感染症のまん延防止を 図る。

年度

総合計画における
本事業の役割

昨年度の課題に
対する具体的な

改善策

国の方針の動向を常に把握し 、 医療機関等と 調整し ながら 接種スケジュ ールを構築
する。

事 業 活 動 の 実 績 （ 活 動 指 標 ）

年度( 予定)

昨年度の課題
ワク チンの供給量や接種スケジュ ール、 接種対象者等に係る国の方針を常に把握
し 、 速やかに接種体制に反映するこ と により 、 接種の流れが滞るこ と のないよう 努
めるこ と 。

事業の内容
（ 整備内容）

予防接種法第6条第1項の規定の基づき、 新型コ ロナウイ ルワク チンを臨時接種と み
なし て、 接種を希望する市民全員が接種できるよう 、 人的体制の整備、 予防接種台
帳等のシステム改修、 市民への周知・ 相談体制の確保、 接種の実施体制の確保を行
う 。

事 業 費 及 び 財 源 内 訳 （ 千 円 ）

予防接種の接種率を高め、 疾病の発生及びまん延を予防するこ と で健康な状態を維
持し 、 健康寿命の延伸を目指す。

事業の対象 予防接種対象者（ ５ 歳以上の全市民）

担当責任者名 大谷香代子

生涯にわたる健康づく り
総合計画での

位置付け

事業評価の有無

【 開始】 令和/平成

令和健康福祉都市の創造

予防接種法

設定なし

実 施 期 間
【 終了】

法令根拠等

事務事業名 新型コ ロナウイ ルスワク チン接種体制確保事業
会計名称 担当課 健康増進課

予算科目 事業番号

令和 4 年度　 事務事業評価シート

一般会計

2110 所属長名 栗田計誠

252, 922

252, 023 224, 985 0 0 0 201, 456

0 0 0 0 0 0
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事務事業評価（ CHECK)

5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。
5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

S

成果向上の可能性 5

施策への貢献度

予防接種法の規定に基づき、 特例臨時接種と みなし て実
施する予防接種であり 、 国の方針に従っ て一定期間は継
続し ていく 必要がある。

5

5

効率性

手段の最適性 4

一
 
次
 
判
 
定
 
（

 
所
 
属
 
長
 
）

妥当性

有効性
国の政策方針の変更に迅速に対応でき るよう 、 情報収集
に努め、 医師会等と も 連携を図っ ていく 必要がある。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率 4

市民（ 受益者） 負担
の適正

社会情勢等への対応 5

市の関与の妥当性 5

事業の効果 5 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

S

事業廃止と 判断する

施策への貢献度 5

効率性

手段の最適性 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率

有効性

事業の効果 5 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

S成果向上の可能性 5

S社会情勢等への対応 5

市の関与の妥当性 5

4

市民（ 受益者） 負担
の適正 5

目的の妥当性 5

新たな課題や当初の
改善策に対する対応状況
（ 今年度の途中経過）

10月から 、 従来株の追加接種に変わり オミ ク ロン株対応ワク チンの開始、 小児ワク チンのの3回目接種等、 国の方針が更新さ れ、 接種スケジュ ールの調整・ 新たな予診票接種券の準
備を行なっ た。

事
 
 
 
 
 
 
務
 
 
 
 
 
 
事
 
 
 
 
 
 
業
 
 
 
 
 
 
の
 
 
 
 
 
 
評
 
 
 
 
 
 
価

自
 
己
 
判
 
定
 
（

 
担
 
当
 
責
 
任
 
者
 
）

妥当性

目的の妥当性 5 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

事

業

成

果

・

工

夫

し

た

点

事
業
の
苦
労
し
た
点
・
課
題

市内に小児科がないため、 集団接種において接種し やす
よう 平日夕方に小児接種予約枠を設定し た。  
追加接種については、 前回から の接種間隔を確認し なが
ら 、 医療機関等への予約が一度に集中し ないよう 計画的
に接種券を送付し た。

ワク チンの種類が複雑化する中、 接種を希望する方の要
望に応えら れるよう 、 ワク チンごと の予約枠を設定し
た。 接種間違いが無いよう 掲示物やスタ ッ フ の周知等に
配慮し た。  
次年度から は、 原則年1回、 ハイ リ スク 者は年2回の接種
へと 変わっ たり 、 市内に小児科の開業見込みがあるた
め、 接種スケジュ ールや体制を見直す必要がある。

事

業

の

方

向

性

所

属

長

の

課

題

認

識

■ 事業継続と 判断する。

□ 事業縮小と 判断する

□

（ 判断の理由）
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今後の方向性（ ACTI ON）

□ 事業の縮小を 行う 。

□ 事業の休止、 廃止を 行う 。

経
営
者
会
議

の
最
終
判
断

事業の方向性

■

一次判定は以下の点について外部評価が必要と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

【 行政評価委員会委員選定事業】
予防接種法に基づく 新型コ ロナウイ ルス感染症対策と し て特に重要視さ れている、 ワク チンの供給量接種ス
ケジュ ール、 接種対象者等を把握し ながら 、 速やかに接種済みへ反映する事で迅速な体制構築へ不断の努力
に努める。

施
 
策
 
を
 
踏
 
ま
 
え
 
た
 
判
 
断

二
　
　
　
次
　
　
　
判
　
　
　
定

□

一次判定結果は以下の点について良好と 評価し 、 更なる事業推進を 求める。

コ メ ント 欄

□ さ ら に重点化する。

□ 現状のまま継続する。

□ 右記の点を見直し の上、 継続する 。

行
政
評
価
委
員
会
の
答
申

外
 
 
部
 
 
評
 
 
価

答申の内容

⇒

□ 既に事業廃止が決定し ている こ と から 、 廃止に向けた手続を 行う 。

指摘事項を踏まえ、 事務改善、 事業推進
に努め、 今年度の事務事業評価シート に
反映さ せるこ と 。

□ 一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する 。

□

一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する が、 以下の課題を 新たに追加する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業縮小と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業廃止と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。
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事務事業の概要・計画（PLAN）の補足

事業活動の内容・成果（DO)の補足 その他の補足

（決算額の数値を記入） 別添添付資料

参考データ

（検索ワード）

（検索ワード）

事業コード

事業コード 摘　　要

直接事業費 243,980

節

報償費

2,365

事業費

17,282

委託料

委託料

委託料

委託料

委託料

細節

報償費

13,390

68,365

委託料 937

59,510

上記以外の事業費合計

摘　要

集団接種医師・看護師報償費

ワクチン接種費（集団接種以外）

コールセンター運営費

集団接種運営費

予約システム管理運営費

健康管理システム改修費

ワクチン配送費

4,096

令和４年度事務事業補助シート 事務事業名 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業

78,035 一般事務費、上記で書き表せないもの

事務事業名 事務事業の概要

事務事業名

独立した事業であり、このシートだけで十分事業の説明が可能である。

事業の性格

下記に掲げる事業と密接な関係があり、これらのシートと合わせてこの事業の説明が可能である。

事業の類似性
独自性が強く、類似する事業は思い浮かばない。

下記に掲げる事業において、摘要に掲げる項目に関し類似性が認められる。

直接事業費（単位：千円）の内訳（説明に必要と思われる項目を列記すること） 添付資料は用意すること

位置図（施設の場所、作業場所など）

パンフレット

その他（独自に作成した概要、説明資料）

伊予市ホームページ

その他参考となるホームページ

その他国や県が出している参考資料

特になし
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事務事業の概要・ 計画（ PLAN）

3 款 1 項 17 目

■ 評価対象事業 □ 評価対象外事業（ 事業の概要・ 結果のみ）

28

■

事業活動の内容・ 成果（ DO）

前 4 4

毎

主な実施主体 委託料
松山市・ 伊予市・ 東温市・
久万高原町・ 松前町・ 砥部
町共同実施

0. 10 0. 10

7, 841 7, 794 7, 794

1, 438 1, 475 1, 427※　 直接事業費＋人件費

実施形態（ 補助金・ 指定管
理料・ 委託料等の記載欄）

本事業によるカ ッ プリ ング数

単位

組
6 6

指標で表せない
効果

婚活に関するイ ベント 等を実施するこ と で、 地域での結婚に対する機運を高めていく 。

800 4, 000

成
果
指
標

指　 標

区分年度 前 年度 4

6

指標設定の考え方
結婚支援センタ ーが実施し ている婚活イ ベント 実績から 、 3割程度の
カ ッ プル成立数を想定し ている。 実　 績 2 5

年度 5 年度 目標 年度

⇒
目　 標 6

年度 8 年度 9 年度 5年間の合計
向こ う ５ 年間の直接事業費の推移

（ 千円）

5 年度 6 年度 7

800 800 800 800

財
源
内
訳

前年度決算項           目

直   接   事   業   費

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

696 0 0 0 648

当初予算額 補正予算額 継続費その他 翌年度繰越 決算額

職員の人工（ にんく ） 数 0. 10

1人工当たり の人件費単価

一 般 財 源

0 0

495 532 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

489

9月末の実績 年度実績

利用者数

項       目 単位 年度実績 年度予定

人 15 40 0 16

事業の目的
少子高齢化が進展する中、 その主な要因と さ れる未婚化・ 晩婚化に対するため、
「 出会いの場の創出」 から 、 独身の男女がよきパート ナーと 巡り 合う 機会を提供す
るこ と で、 出生数の増加を促す。

年度

総合計画における
本事業の役割

昨年度の課題に
対する具体的な

改善策

コ ロナ過であっ たこ と から 、 昨年度に引き続き チャ ッ ト 方式で婚活イ ベント を実施
し た。

事 業 活 動 の 実 績 （ 活 動 指 標 ）

年度( 予定)

昨年度の課題
チャ ッ ト 方式の導入など、 長期化するコ ロナ禍を踏まえた事業手法を引き続き検討
すると と も に、 参加者の増加を 図る必要がある。  

事業の内容
（ 整備内容）

松山圏域３ 市３ 町に住民票を有する２ ０ 歳から 概ね４ ０ 歳までの独身者に対し て、
出会いの場を提供する。

事 業 費 及 び 財 源 内 訳 （ 千 円 ）

総合計画の政策を達成するため、 次代を担う 子ども 達の育成支援を推進し た。 事業の対象 松山圏域３ 市３ 町に住民票を有し 、 年齢が２ ０ 歳以上で概ね４ ０ 歳まで未婚の男女

担当責任者名 伊予岡一幸

次代を担う 子ども たちの育成支援
総合計画での

位置付け

事業評価の有無

【 開始】 令和/平成

令和健康福祉都市の創造

松山圏域３ 市３ 町による婚活支援事業に関する協定

設定なし

実 施 期 間
【 終了】

法令根拠等

事務事業名 婚活事業
会計名称 担当課 子育て支援課

予算科目 事業番号

令和 4 年度　 事務事業評価シート

一般会計

6260 所属長名 太森真喜恵

654

159 164 0 0 0 159

0 0 0 0 0 0
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事務事業評価（ CHECK)

5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。
5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

成果向上の可能性 3

施策への貢献度

今後も 少子化対策の一助と し て継続の必要がある。

4

4

効率性

手段の最適性 4

一
 
次
 
判
 
定
 
（

 
所
 
属
 
長
 
）

妥当性

有効性
新型コ ロナウイ ルス感染症の影響により 、 イ ベント はリ
モート で行い、 成果も 見ら れた。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率 4

市民（ 受益者） 負担
の適正

社会情勢等への対応 4

市の関与の妥当性 3

事業の効果 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

事業廃止と 判断する

施策への貢献度 4

効率性

手段の最適性 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率

有効性

事業の効果 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A成果向上の可能性 4

A社会情勢等への対応 4

市の関与の妥当性 4

3

市民（ 受益者） 負担
の適正 4

目的の妥当性 4

新たな課題や当初の
改善策に対する対応状況
（ 今年度の途中経過）

コ ロナ過であるこ と から 、 婚活イ ベント をパーティ ー型から ネッ ト を活用し たオンラ イ ン型のイ ベント で開催するよう 工夫し た。

事
 
 
 
 
 
 
務
 
 
 
 
 
 
事
 
 
 
 
 
 
業
 
 
 
 
 
 
の
 
 
 
 
 
 
評
 
 
 
 
 
 
価

自
 
己
 
判
 
定
 
（

 
担
 
当
 
責
 
任
 
者
 
）

妥当性

目的の妥当性 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

事

業

成

果

・

工

夫

し

た

点

事
業
の
苦
労
し
た
点
・
課
題

コ ロナ過に伴いネッ ト を活用し たオンラ イ ン型のイ ベン
ト を 実施し た。

少子化対策のためウィ ズコ ロナに向けたイ ベント 開催方
法を 検討し たい。

事

業

の

方

向

性

所

属

長

の

課

題

認

識

■ 事業継続と 判断する。

□ 事業縮小と 判断する

□

（ 判断の理由）
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今後の方向性（ ACTI ON）

□ 事業の縮小を 行う 。

□ 事業の休止、 廃止を 行う 。

経
営
者
会
議

の
最
終
判
断

事業の方向性

■

一次判定は以下の点について外部評価が必要と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

【 行政評価委員会委員選定事業】
3市3町が連携し て、 お見合い事業や婚活イ ベント 等を実施するこ と で、 未婚化・ 晩婚化対策に一定貢献でき
たが、 ２ 年度から のチャ ッ ト 方式の導入等、 コ ロナ禍の経験を生かし た事業展開をにより 参加者増に向け、
ニーズに沿っ て取り 組む。

施
 
策
 
を
 
踏
 
ま
 
え
 
た
 
判
 
断

二
　
　
　
次
　
　
　
判
　
　
　
定

□

一次判定結果は以下の点について良好と 評価し 、 更なる事業推進を 求める。

コ メ ント 欄

□ さ ら に重点化する。

□ 現状のまま継続する。

□ 右記の点を見直し の上、 継続する 。

行
政
評
価
委
員
会
の
答
申

外
 
 
部
 
 
評
 
 
価

答申の内容

⇒

□ 既に事業廃止が決定し ている こ と から 、 廃止に向けた手続を 行う 。

指摘事項を踏まえ、 事務改善、 事業推進
に努め、 今年度の事務事業評価シート に
反映さ せるこ と 。

□ 一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する 。

□

一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する が、 以下の課題を 新たに追加する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業縮小と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業廃止と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。
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事務事業の概要・計画（PLAN）の補足

事業活動の内容・成果（DO)の補足 その他の補足

（決算額の数値を記入） 別添添付資料

参考データ

（検索ワード）

（検索ワード）

令和４年度事務事業補助シート 事務事業名 婚活事業

0 一般事務費、上記で書き表せないもの

事務事業名 事務事業の概要

事務事業名

上記以外の事業費合計

摘　要

愛結びコーナー設置運営委託料

愛結びコーナー会場使用料

松山圏域3市3町婚活支援事業負担金327

231

負担金

88

直接事業費 648

節

需用費

事業費

2

委託料
使用料及び賃借料

負担金・補助及び交付金

細節

消耗品費

事業コード 摘　　要

事業コード

独立した事業であり、このシートだけで十分事業の説明が可能である。

事業の性格

下記に掲げる事業と密接な関係があり、これらのシートと合わせてこの事業の説明が可能である。

事業の類似性
独自性が強く、類似する事業は思い浮かばない。

下記に掲げる事業において、摘要に掲げる項目に関し類似性が認められる。

直接事業費（単位：千円）の内訳（説明に必要と思われる項目を列記すること） 添付資料は用意すること

位置図（施設の場所、作業場所など）

パンフレット

その他（独自に作成した概要、説明資料）

伊予市ホームページ

その他参考となるホームページ

その他国や県が出している参考資料

特になし
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事務事業の概要・ 計画（ PLAN）

3 款 2 項 5 目

■ 評価対象事業 □ 評価対象外事業（ 事業の概要・ 結果のみ）

17

■

事業活動の内容・ 成果（ DO）

前 4 4

毎

主な実施主体 直接実施

0. 25 0. 25

7, 841 7, 794 7, 794

6, 151 7, 429 6, 374※　 直接事業費＋人件費

実施形態（ 補助金・ 指定管
理料・ 委託料等の記載欄）

支援措置事業数

単位

事業
3 3

指標で表せない
効果

5, 480 27, 400

成
果
指
標

指　 標

区分年度 前 年度 4

3

指標設定の考え方
母子家庭の母又は父子家庭の父が就業に結び付きやすい環境を整備す
るほか、 生活一般の相談にあたっ ては家庭の事情等に寄り 添いながら
確実に自立に繋げていく ため、 支援措置事業数を成果指標と する。 実　 績 3 3

年度 5 年度 目標 年度

⇒
目　 標 3

年度 8 年度 9 年度 5年間の合計
向こ う ５ 年間の直接事業費の推移

（ 千円）

5 年度 6 年度 7

5, 480 5, 480 5, 480 5, 480

財
源
内
訳

前年度決算項           目

直   接   事   業   費

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

5, 480 0 0 0 4, 425

当初予算額 補正予算額 継続費その他 翌年度繰越 決算額

職員の人工（ にんく ） 数 0. 30

1人工当たり の人件費単価

一 般 財 源

0 0

986 1, 385 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

1, 107

9月末の実績 年度実績

支援措置事業数

項       目 単位 年度実績 年度予定

事業 3 3 3 3

事業の目的

母子家庭の母又は父子家庭の父が就業に結び付きやすい資格を取得するための養成
機関での修業環境の確保、 入学時の負担軽減及び訓練終了後の支援給付金等を支給
すると と も に、 生活一般の相談に対応するこ と により 、 母子家庭及び父子家庭世帯
の経済的自立を支援する。

年度

総合計画における
本事業の役割

昨年度の課題に
対する具体的な

改善策

子ども 総合センタ ーや愛媛県中予地方局地域福祉課、 ハローワーク 等の関係機関と
の連携及びきめ細かな支援等の継続

事 業 活 動 の 実 績 （ 活 動 指 標 ）

年度( 予定)

昨年度の課題
長期化するコ ロナ禍を踏まえ、 母子父子自立支援員が子ども 総合センタ ーやハロー
ワーク 等と 連携し ながら 、 きめ細かな支援等を継続し て行う こ と 。

事業の内容
（ 整備内容）

母子家庭の母又は父子家庭の父の高等職業訓練促進給付金等の支給業務、 並びに生
活一般の相談。

事 業 費 及 び 財 源 内 訳 （ 千 円 ）

総合計画の政策を達成するために、 次代を担う 子供たちの育成支援を推進し た。 事業の対象 市内に居住する母子家庭の母又は父子家庭の父（ ひと り 親家庭の親）

担当責任者名 伊予岡一幸

次代を担う 子ども たちの育成支援
総合計画での

位置付け

事業評価の有無

【 開始】 令和/平成

令和健康福祉都市の創造

母子及び父子並びに寡婦福祉法

設定なし

実 施 期 間
【 終了】

法令根拠等

事務事業名 母子父子自立支援事業
会計名称 担当課 子育て支援課

予算科目 事業番号

令和 4 年度　 事務事業評価シート

一般会計

1770 所属長名 太森真喜恵

3, 799

2, 813 4, 095 0 0 0 3, 318

0 0 0 0 0 0
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事務事業評価（ CHECK)

5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。
5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

成果向上の可能性 4

施策への貢献度

ひと り 親家庭の自立支援のための国の制度であるため、
今後も 継続の必要がある。

4

4

効率性

手段の最適性 3

一
 
次
 
判
 
定
 
（

 
所
 
属
 
長
 
）

妥当性

有効性
ひと り 親家庭の自立支援のため重要な制度であり 、 今後
も 周知・ 啓発に努め、 適正な事務を行う 必要がある。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率 4

市民（ 受益者） 負担
の適正

社会情勢等への対応 4

市の関与の妥当性 4

事業の効果 3 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

事業廃止と 判断する

施策への貢献度 4

効率性

手段の最適性 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率

有効性

事業の効果 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A成果向上の可能性 3

A社会情勢等への対応 4

市の関与の妥当性 5

3

市民（ 受益者） 負担
の適正 3

目的の妥当性 4

新たな課題や当初の
改善策に対する対応状況
（ 今年度の途中経過）

事業利用者に対し 、 関係する制度等を周知するこ と により 、 より よい市民福祉サービスの提供に努める

事
 
 
 
 
 
 
務
 
 
 
 
 
 
事
 
 
 
 
 
 
業
 
 
 
 
 
 
の
 
 
 
 
 
 
評
 
 
 
 
 
 
価

自
 
己
 
判
 
定
 
（

 
担
 
当
 
責
 
任
 
者
 
）

妥当性

目的の妥当性 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

事

業

成

果

・

工

夫

し

た

点

事
業
の
苦
労
し
た
点
・
課
題

事業利用者に対し 、 毎月請求書持参時に面談を行い、 状
況確認に努めた

県の事業であるため事業内容の説明が難し いが、 事業利
用者から の問い合わせに対し ての説明する際には、 利用
者目線に立っ た説明が必要である

事

業

の

方

向

性

所

属

長

の

課

題

認

識

■ 事業継続と 判断する。

□ 事業縮小と 判断する

□

（ 判断の理由）
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今後の方向性（ ACTI ON）

□ 事業の縮小を 行う 。

□ 事業の休止、 廃止を 行う 。

経
営
者
会
議

の
最
終
判
断

事業の方向性

■

一次判定は以下の点について外部評価が必要と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

【 行政評価委員会委員選定事業】
ひと り 親家庭等の資格取得を支援するも のと し て、 就業による自立は必要であり 、 コ ロナ後の新たな生活様
式を踏まえ、 「 母子及び父子並びに寡婦福祉法」 等に基づく 母子父子自立支援員が、 子ども 総合センタ ーや
ハローワーク 等関係機関と 連携し 、 ケースに応じ たきめ細かな支援等を継続し て取り 組む。

施
 
策
 
を
 
踏
 
ま
 
え
 
た
 
判
 
断

二
　
　
　
次
　
　
　
判
　
　
　
定

□

一次判定結果は以下の点について良好と 評価し 、 更なる事業推進を 求める。

コ メ ント 欄

□ さ ら に重点化する。

□ 現状のまま継続する。

□ 右記の点を見直し の上、 継続する 。

行
政
評
価
委
員
会
の
答
申

外
 
 
部
 
 
評
 
 
価

答申の内容

⇒

□ 既に事業廃止が決定し ている こ と から 、 廃止に向けた手続を 行う 。

指摘事項を踏まえ、 事務改善、 事業推進
に努め、 今年度の事務事業評価シート に
反映さ せるこ と 。

□ 一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する 。

□

一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する が、 以下の課題を 新たに追加する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業縮小と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業廃止と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。
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事務事業の概要・計画（PLAN）の補足

事業活動の内容・成果（DO)の補足 その他の補足

（決算額の数値を記入） 別添添付資料

参考データ

（検索ワード）

（検索ワード）

事業コード

事業コード 摘　　要

直接事業費 4,425

節

需用費

事業費

0

需用費

役務費
負担金・補助及び交付金

細節

消耗品費

印刷製本費

通信運搬費

4,425

0

補助金

0

上記以外の事業費合計

摘　要

給付金

令和４年度事務事業補助シート 事務事業名 母子父子自立支援事業

0 一般事務費、上記で書き表せないもの

事務事業名 事務事業の概要

事務事業名

独立した事業であり、このシートだけで十分事業の説明が可能である。

事業の性格

下記に掲げる事業と密接な関係があり、これらのシートと合わせてこの事業の説明が可能である。

事業の類似性
独自性が強く、類似する事業は思い浮かばない。

下記に掲げる事業において、摘要に掲げる項目に関し類似性が認められる。

直接事業費（単位：千円）の内訳（説明に必要と思われる項目を列記すること） 添付資料は用意すること

位置図（施設の場所、作業場所など）

パンフレット

その他（独自に作成した概要、説明資料）

伊予市ホームページ

その他参考となるホームページ

その他国や県が出している参考資料

特になし
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